
       ソフトウェア保守契約書 

 

株式会社 A（以下、甲とする）と有限会社アッズ・クー「（以下、乙とする）とは、○○年

○○月○○日に甲乙間で締結したソフトウェア開発委託契約に基づいて乙が開発したソフ

トウェアの保守に関して、以下の通りの契約を締結する。 

 

 

 

第 1 条 （定義） 

本契約において、本ソフトウェアは、○○年○○月○○日に甲乙間で締結したソフトウェア

開発委託契約に基づき乙が開発し、甲に納入したソフトウェアを指すものとする。なお、ソ

フトウェアは、プログラムおよび開発過程で作成されたすべての文書を指すものとし、これ

らの文書の一覧を別紙１に記載する。 

 

第２条 （目的） 

甲は、本契約に基づき、本ソフトウェアの保守業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

 

第 3 条 （保守業務） 

本契約に基づく保守業務における乙の作業形態は、委任型の作業形態とする。すなわち、保

守に必要な作業を甲が主体となって行い、乙が必要な支援作業を実施するものとする。 

 

第４条 （保守業務の範囲） 

１ 本契約に基づき、乙が甲に提供するソフトウェア保守業務は以下のものである。 

① 本ソフトウェアに発生した障害への対処 

② 本ソフトウェアの障害発生を事前に防ぐためのソフトウェア稼動の点検 

③ 本ソフトウェア運用上の諸問題についての乙への助言 

④ 本ソフトウェアの変更および改良についての乙への助言 

２ 甲からの要求によるソフトウェアの変更、改良は本契約に基づく保守業務には含まれ

ない。このような変更、改良は、別途委託契約を締結し、それに基づいて実施するものとす

る。 

 

第５条 （検収） 

１ 乙は、毎月○○日までに、その時点までの 1 か月分の保守作業の内容をとりまとめて

所定の実施報告書に記載し、当該実施報告書を甲に提出する。甲は当該実施報告書受領後速

やかに、その内容についての確認を行い、疑義がない場合には、当該実施報告書に記名捺印

し、当該月の乙に対する検収を完了するものとする。 



２ 乙からの当該実施報告書の送付後○○日以内に甲から書面による異議の申し出がなけ

れば、甲が当該実施報告書に記名捺印しない場合でも、乙に対する検収は完了したものとみ

なす。 

 

第６条 （責任） 

乙の責任は、本契約で定める作業を最善の努力をもって実施することに限られる。 

 

第７条 （保守料金と支払い） 

保守料金は単価方式による支払いとする。すなわち、保守料金は稼働要員数と稼動時間によ

り決まる。 

単価は、○○円/人時とする。毎月の実施報告提出時に、実際の作業期間、投入要員に応じ

て上記単価により当該月の保守料金を算出するものとする。 

支払方法は、○○○○○○とする。 

 

第８条 （契約期間） 

本契約は○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで有効に存続するものとする。た

だし、甲または乙のいずれか一方から契約期間満了日の＊日前までに書面により解約の通

知がなされない限り、１年間自動的に延長され、その後も同様に延長されるものとする 

 

第９条 （機密保持） 

１ 甲および乙は、本契約に関連して知り得た相手方の技術、生産、財務、営業、販売、そ

の他の業務に関する機密を第三者に対して漏洩、開示してはならない。 

２ 甲および乙は、機密情報を相手方に開示する場合は、機密である旨を表示する。 

３ 本条の規定は、本契約期間中だけでなく、本契約終了後も有効に継続する。 

 

第 10 条 （損害賠償） 

甲および乙は、本契約に基づく債務を履行しないことが原因で、相手方に現実に損害を与え

た場合には、その損害額などについて両者が協議したうえ、本契約の解除の有無にかかわら

ず、当該保守業務に対して支払済みの料金相当額を限度として損害賠償責任を負う。 

ただし、甲または乙の責に帰すことができない事由により生じた損害、甲または乙の予見の

有無を問わず特別の事情から生じた損害および逸失利益については、賠償の責任を負わな

いものとする。 

 

第 1１条 （契約解除） 

甲または乙は、相手方が次の各号のいずれかにでも該当したときは、相手方になんらの通知、

催告なくただちに本契約を解除できる。 



① 重大な過失または背信行為があった場合 

② 手形または小切手が不渡りとなった場合 

③ 仮差押、差押もしくは競売の申し立てを受けた場合 

④ 公租公課の滞納処分を受けた場合 

⑤ 破産、和議開始、会社更生手続き開始、会社整理開始もしくは特別清算開始の申し立て

を受けた場合 

⑥ 本契約に対する相手方の債務不履行が、相当期間を定めて催告した後も是正されない場

合 

 

第 12 条 （管轄裁判所） 

本契約に関する訴訟については、○○○○○○裁判所を専属管轄裁判所とする。 

 

第 13 条 （協議） 

１ 本契約に定めのない事項については、甲、乙信義誠実の原則に従い協議し円満に解決す

るものとする。 

２ 本契約の定める事項に疑義が生じた場合は、甲、乙信義誠実の原則に従い協議し円満に

解決するものとする。 

  

本契約締結の証として、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各 1 通を保有する。 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

甲 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

  株式会社 Ａ 

  代表取締役  ○○ ○○ 

 

 

乙 京都府京都市伏見区向島庚申町 52-1 

  有限会社アッズ・クー 

  代表取締役  畠山 勝行 

 

 

 


